
ハンセン病に関する教育の実施について

ハンセン病家族国家賠償請求訴訟の判決受入れに当たっての内閣総理大臣談話（抄） （令和元年7月12日閣議決定）

本年６月２８日の熊本地方裁判所におけるハンセン病家族国家賠償請求訴訟判決について、私は、ハンセン病対策の歴史と、筆舌に
尽くしがたい経験をされた患者・元患者の家族の皆様の御労苦に思いを致し、極めて異例の判断ではありますが、敢えて控訴を行わな
い旨の決定をいたしました。

（略）

ハンセン病対策については、かつて採られた施設入所政策の下で、患者・元患者の皆様のみならず、家族の方々に対しても、社会に
おいて極めて厳しい偏見、差別が存在したことは厳然たる事実であります。この事実を深刻に受け止め、患者・元患者とその家族の
方々が強いられてきた苦痛と苦難に対し、政府として改めて深く反省し、心からお詫び申し上げます。

（略）

確定判決に基づく賠償を速やかに履行するとともに、訴訟への参加・不参加を問わず、家族を対象とした新たな補償の措置を講ずる
こととし、このための検討を早急に開始します。さらに、関係省庁が連携・協力し、患者・元患者やその家族がおかれていた境遇を踏ま
えた人権啓発、人権教育などの普及啓発活動の強化に取り組みます。

家族の皆様の声に耳を傾けながら、寄り添った支援を進め、この問題の解決に全力で取り組んでまいります。そして、家族の方々が
地域で安心して暮らすことができる社会を実現してまいります。

○ 厚生労働省では、文部科学省と協力し、ハンセン病を正しく理解するためのパンフレット『ハンセン病の向こう側』を作
成し、毎年全国の中学校等へ配布している。

○ ハンセン病を正しく理解することにより、ハンセン病に対する差別や偏見を解消し、ハンセン病患者・元

患者等の名誉を回復することを目的としている。

・パンフレットの概要

① ハンセン病の悲しい歴史

② ハンセン病と人権について考える

③ ハンセン病問題から学ぶべきこと

④ ハンセン病療養所の入所者・社会復帰者の家族の人権について考える

⑤ ハンセン病をもっと知ろう

・このほか、厚生労働省ホームページにおいて、指導者用パンフレット「ハンセン病を正しく伝えるために」

を掲載（パンフレットと合わせて全中学校等へ配布）https://www.mhlw.go.jp/houdou/2003/01/h0131-5.html

○ 文部科学省では、ハンセン病に対する偏見や差別の解消のための適切な教育の実施について、令和６年１０月１日に各都
道府県教育委員会等に対し通知を発出し、協力を要請した。
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（ハンセン病に関する施設・資料等

（１）関係施設

○国立ハンセン病資料館（URL https://www.nhdm.jp/）

全国のハンセン病療養所や国内外の関係機関から収集した資料を展示。写真パネル・DVDの貸出実施。

○重監房資料館（URL https://www.nhdm.jp/sjpm/）

かつてハンセン病患者の懲罰施設は、通称「重監房」と呼ばれ、遺構に残された資料や発掘調査の出土遺物等から推定される形を実寸大で部分再現

し、その過酷さを体感できるように展示。DVDの貸出も実施。

○国立ハンセン病療養所（URL https://www.mhlw.go.jp/www1/link/link_hosp_12/hosplist/nc.html）

全国に13園あり、交流施設の運営や行事の開催、資料の貸出等を実施。

（２）資料等

○人権啓発動画「ハンセン病問題を知る～元患者と家族の思い～」

【啓発動画掲載URL】 https://www.youtube.com/watch?v=gPH5b_CDwto

【活用の手引き等掲載URL】 http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00151.html

○「ハンセン病問題～過去からの証言、未来への提言～」（URL http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken96.html）

法務省人権擁護局が作成した啓発映像で、活用の手引きや証言集も掲載。

○人権ライブラリー（URL http://www.jinken-library.jp/）

（公財）人権教育啓発推進センターが運営。およそ15,000冊の国内外の人権関連図書をはじめ、映像資料（DVD、VHS）、紙芝居、展示用パネル等を所

蔵。閲覧・貸出を実施。

○人権チャンネル（URL https://www.youtube.com/user/jinkenchannel）

ハンセン病問題をはじめ、人権について理解を深めるための映像を公開。

（３）ウェブサイト

○厚生労働省（ハンセン病に関する情報ページ）https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/hansen/index.html

○文部科学省（「HIV感染者・ハンセン病患者等」に関する参考資料）

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/jinken/sankosiryo/1322245.htm

○法務省（ハンセン病患者等に対する偏見や差別をなくしましょう）

http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00151.html

ハンセン病に関する教育の実施について
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検討の背景と経緯
 「ハンセン病家族国家賠償請求訴訟の判決受入れに当たっての内閣総理大臣談話」（令和元年７月12日閣議決定）等を踏まえ、令和元
年10月にハンセン病の患者・元患者やその家族が置かれていた境遇を踏まえた人権教育を推進するための具体的な検討を行うことを目的とし
て、文部科学大臣政務官を座長とする「ハンセン病家族国家賠償請求訴訟を踏まえた人権教育推進検討チーム」を文部科学省内に設置。
（座長：文部科学大臣政務官、事務局長：総合教育政策局長、構成員：初等中等教育局長、高等教育局長）
有識者ヒアリングを含む会議と関係施設の視察等を行い検討を進めている。

文部科学省ハンセン病家族国家賠償請求訴訟を踏まえた人権教育推進検討チーム

第１回（令和元年10月29日）
・ハンセン病家族国家賠償請求訴訟を踏まえた人権教育推進検討チームの
設置について

・熊本ハンセン病家族訴訟について
・文部科学省におけるハンセン病に関する教育の取組について
・人権教育推進に関する有識者ヒアリング

梅野正信 上越教育大学理事兼副学長

第２回（令和元年11月13日）
・学校教育に関する現状の取組について
・人権教育推進に関する有識者ヒアリング（初等中等教育）

小泉ひとみ 東村山市立萩山小学校校長
太田元 東村山市立東村山第三中学校統括校長
井上貴雅 東村山市教育委員会教育部次長（学校教育担当）
鈴木賢次 東村山市教育委員会統括指導主事

第３回（令和元年11月28日）
・ハンセン病補償法、問題基本法改正法について
・登米市立新田中学校の視察について
・人権教育推進に関する有識者ヒアリング（社会教育、高等教育）

飯開輝久雄 合志市教育委員会人権啓発教育課長
近藤真紀子 香川県立保健医療大学教授

第４回（令和2年1月29日）
・文部科学省職員向け研修講話

黄光男 ハンセン病家族訴訟原告団副団長

第５回（令和2年2月26日）
・これまでの議論の整理について

第６回（令和3年3月4日）
・ハンセン病家族国家賠償請求訴訟を踏まえた人権教育推進検討チームの
設置要領改訂について

・文部科学省におけるこれまでの主な取組について
・今後考えられる取組について

第７回（令和3年4月19日）
・人権教育推進に関する有識者ヒアリング（初等中等教育）

佐久間建 都立武蔵台学園府中分教室教諭
第８回（令和3年6月17日）
・人権教育推進に関する有識者ヒアリング（初等中等教育）

大高俊一郎 国立ハンセン病資料館事業部社会啓発課長
第９回（令和3年9月30日）
・これまでの議論の整理について

視察①（令和元年10月16日）
・国立療養所多磨全生園 ・国立ハンセン病資料館

視察②（令和元年11月20日）
・登米市立新田中学校 ・国立療養所東北新生園

視察③（令和2年2月17日）
・国立療養所菊池恵楓園 ・福岡県教育委員会

視察④（令和2年11月19日）
・国立療養所多磨全生園 ・国立ハンセン病資料館

視察⑤（令和5年8月1日）
・国立療養所菊池恵楓園

視察⑥（令和6年6月25日）
・国立療養所多磨全生園 ・国立ハンセン病資料館
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○厚生労働省作成の中学生向けパンフレット「ハンセン病の向こう側」については、国が作成した教材で安心して授業で活用できる等の評
価がある。また、ハンセン病に関する講演等では小学校高学年の反応が良いという意見がある。児童生徒の発達段階に応じたハンセン病
に関する人権教育を充実させるため、今後、小学校や中学校における指導事例を周知する。

① ハンセン病に関する学習に関する教材の充実や活用の促進

○ハンセン病当事者の声は、ハンセン病に関する学習を進める上で説得力のある教材でもある一方、当事者の高齢化やコロナ禍等により、
当事者との直接交流には制約があるため、各所で収集している当事者の映像や声が教育・研修等で活用されるよう周知を行う。

○引き続き厚労省・法務省と連携し、各都道府県・指定都市教育委員会等に対して、中学生向けパンフレット、法務省作成の人権啓発
動画及び冊子、国立ハンセン病資料館の学芸員等の講師派遣等のハンセン病に関する人権教育に活用できる資料等の周知を行う。

④ ハンセン病に関する学習のための関連資料等の収集と提供

○大学におけるハンセン病に関する教育において参照・使用できるよう、ハンセン病に関する教材や、国立ハンセン病資料館をはじめとする教
育への協力を要請しうる国の施設・機関等を取りまとめ情報提供を行う。

○大学におけるハンセン病に係る教育の全体的な状況について調査・公表する。※平成30年度大学改革状況調査において実施済み

③ハンセン病に係る教育に関する各大学の取組の把握と支援

○教員個人ではなく教育委員会や学校の組織的なハンセン病に関する人権教育の取組を促すため、引き続き、各都道府県等の人権教
育担当者や人権教育指導者が集まる会議において、国の施策動向や有用なコンテンツ等に関する情報提供を図る。

○より多くの教員がハンセン病に関する実践的な人権教育に取り組めるよう、独立行政法人教職員支援機構において、指導の要点につい
て学ぶことができるオンライン研修教材の作成・配信を進める。

② ハンセン病に関する人権教育を担う指導者への研修等の充実

検討チーム議論を踏まえた当面の取組

＜主に初等中等教育段階＞

＜主に高等教育段階＞

＜ハンセン病に関する学習のための基盤整備＞
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ハンセン病に係る偏見差別の解消のための施策検討会（令和３年７月設置）

・課題の整理、現状把握、要因分析
・報告書を作成
＜構成員＞
座長：内田博文九州大学名誉教授
德田靖之ハンセン病訴訟西日本弁護団共同代表、
坂元茂樹(公財)人権教育啓発推進センター理事長、
〇教育系 佐久間建都立武蔵台学園府中分教室教諭、
延和聰盈進(えいしん)学園盈進中学高等学校校長
＜オブザーバー＞
厚労省課長・文科省(男女課・児童生徒課)課長・法務省課長

・国の啓発活動の評価
・今後の啓発活動の在り方について提言、有識者
会議に報告

＜構成員＞
座長：訓覇浩(くるべ)ハンセン病市民学会共同代表・事務
局長、竪山勲ハンセン病国賠訴訟全国原告団協議会事務
局長、黄光男(ふぁんがんなむ）ハンセン病家族訴訟原
告団副団長、他

＜オブザーバー＞
厚労省課長・文科省（男女課・児童生徒課）課長・法
務省課長

有識者会議：１２名 当事者市民部会：２０名

検討会

報告書

報
告

座長 ※有識者会議委員による互選

設置目的：ハンセン病に対する偏見差別の現状とこれをもたらした要因の解明、国のこれまでの啓発活動の
特徴と問題点の分析、偏見差別の解消のために必要な広報活動や人権教育、差別事案への対処の
在り方についての提言を行うなど、今後のハンセン病に対する偏見差別の解消に資すること。

委員長※検討会座長が兼任 委員長※互選

令和５年３月、「ハンセン病に係る偏見差別の解消のための施策検討会 報告書」が公表

※開催実績：
第１回（R3.7.31）、第２回（R3.8.24）
第３回（R3.11.18）、第４回（R4.3.17）
第５回（R4.7.4) 、第６回（R4.11.9)
第７回（R5.2.2) 、第８回（R5.2.20)
第９回（R5.3.2)

※開催実績：
第１回（R3.8.12）、第２回（R3.10.5）
第３回（R4.3.1）、第４回（R4.3.8）
第５回（R4.5.26) 、第６回（R4.12.8)
第７回（R5.1.24) 、第８回（R5.2.14)
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１．施策の実施に当たって国等が前提とすべきこと

ハンセン病に係る偏見差別の解消のための施策検討会（※）報告書（2023年3月）

ハンセン病に係る偏見差別の解消に向けた施策提言の全体像

２．個別・具体的な施策に対する提言

(1)基本認識の共有 (2)基本認識を明示する計画・プログラムの作成 (3)国を挙げた施策実施体制の構築

 ハンセン病に係る偏見差別は国の隔離政策に
よって作出助長された

 偏見差別は今も解消されておらず、病歴者・家族
等を苦しめている

 偏見差別の解消は、それを作出助長した責任に
基づき、国全体での取り組みが必要

 「人権教育・啓発に関する基本計画」の改訂の検
討

‐ 2002年の策定後、「ハンセン病患者・元患者
等」の項目は、改訂なし

 厚生労働省、法務省、文部科学省の「実施プログ
ラム」の策定の検討（基本計画を補完)

 厚生労働省、法務省、文部科学省の各省単独の
取り組みの解消

 関連省庁が連携した国として継続性のある系統
的な施策の実施

(1)全国的な実態調査 (2)行動・意識変容の促進 (3)被害の救済・回復 (4)被害者の「語り」の保障 (5)地方公共団体の取り組み

 偏見差別の現状を把握す
る住民意識調査

 学校における差別被害の
実態調査

 ハンセン病人権教育の実
施状況調査

 療養所退所者の再入所の
要因分析

 資料分析結果の活用

‐ 家族訴訟の原告陳述書
等、宿泊拒否事件の際の
差別文書

 各省の普及啓発に関する
施策・事業の改善

 教科書の記述の充実、学
習指導要領の改訂

 啓発資料等の活用

‐ 教科書を補完する中学
生用パンフレット、啓発
シンポジウム、地方公共
団体への委託事業、教
育現場への情報発信、
国立ハンセン病資料館
等

 授業担当者等の教育力向
上

 ハンセン病問題に特化し
た相談窓口の拡大

 法務省人権擁護機関の調
査救済活動の見直し

 人権侵犯事件における任
意調査の是正

 「差別」「差別被害」概念の
是正

 国連パリ原則に基づく国
内人権機関の設置の検討

 当事者の「語り」が果たす
役割・意義の確認

 当事者の「語り」の記録・保
存・活用

 「語り」に伴う負担・葛藤に
対するサポート体制の構
築

 退所者・家族等も対象に含
めた里帰り・訪問事業の拡
充

 地方公共団体での相談体
制・相談窓口の充実

 病歴者・家族の語りを継承
する「伝承者」の育成

 地域の関係団体等による
ハンセン病問題に関する
意見交換会等の実施

(1)PDCAサイクルの導入 (2)国立ハンセン病人権教育啓発センター（仮称）の必要性

 対象：厚生労働省、法務省、文部科学省、地方公
共団体等が実施する全ての事業

 事業の目的と解決すべき課題を明確に定め、事
業実施によって達成された効果を的確に測定し、
その結果に基づいて事業内容の見直しを図る

 新たな実施機関の必要性も検討すべき

 ハンセン病に係る偏見差別の解消を図るため、省庁間の垣根を超えた一元的な組織による系統的な取
り組みができる体制を構築

 所掌範囲：ハンセン病に係る偏見差別を解消するために必要な教育、啓発、人権救済・相談活動全般

 組織形態：運営委員会と事務局を設置。運営委員会には相当数の当事者の参加を検討

 実現に向けた検討課題：独立行政法人としての設立可能性（既存組織の改編・拡充、人員の確保と予算
措置等）、ハンセン病問題に関わる既存組織・運動体や既存施策・事業等との調整

 センター構想の実現に向けた検討組織を直ちに設置すべき

３．提言の実現に向けて

（※）ハンセン病に対する偏見差別の現状とこれをもたらした要因の解明、国のこれまでの啓発活動の特徴と問題点の分析、偏見差別の解消のために必要な広報活動

や人権教育、差別事案への対処の在り方についての提言を行うなど、今後のハンセン病に対する偏見差別の解消に資することを目的として設置された検討会。

なお、 「ハンセン病に係る偏見差別の解消に向けた協議の場」は本施策検討会の親会的位置づけである。

-85-



概要

消費者教育の推進に関する法律（平成24年８月成立、12月施行）
消費者教育の推進に関する基本的な方針
（令和５年３月28日変更）

• 内閣総理大臣・文部科学大臣が「消費者教育の推進に関する基本的な
方針」を作成し、閣議決定（平成25年６月28日）

• 消費者教育の推進の意義及び基本的な方向、推進の内容等に関する事
項を定めるとともに、都道府県・市町村消費者教育推進計画の基本とな
るものとして作成（平成25～29年度の5年間）

• 平成30年３月20日に、変更について閣議決定、 「当面の重点事項」の
一つとして「若年者への消費者教育」を示す（平成30～令和４年度の5
年間）

• 令和５年３月28日に、変更について閣議決定、消費者による自ら及び
相互に「学ぶ」「考える」「行動する」ことの促進やデジタル化への対応、消費
者市民社会の一員としての行動の促進などの基本的視点が示されている
（令和５～11年度の７年間）

与野党の共同による議員立法により成立

消費者教育の総合的かつ一体的な推進を図るために必要な事項
を規定

主な内容
・ 消費者教育及び消費者市民社会の定義、消費者教育の基本
理念

・ 国及び地方公共団体等の責務、財政措置
・ 学校、大学等、地域における消費者教育の推進
・ 国の消費者教育基本方針の策定、消費者教育推進会議の設
置（H25.3）

・ 地方公共団体の推進計画策定、消費者教育地域協議会の設
置

若年者に対する消費者教育について（総論）

平成24年８月に議員立法により成立した「消費者教育の推進に関する法律」に基づき、消費者庁と文部科学省において「消費者教育の推
進に関する基本的な方針」を策定（令和５年３月28日閣議決定）。消費者による自ら及び相互に「学ぶ」「考える」「行動する」ことの促
進やデジタル化への対応、消費者市民社会の一員としての行動の促進などの基本的視点が示されている。

成年年齢の引下げ（令和４年４月施行）を踏まえ、平成30年２月に「若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム」を関
係４省庁において決定（７月改訂）。平成30年度から令和２年度の３年間を集中強化期間として取組を推進し、令和３年度は令和
３年３月22日付で教育委員会等の関係機関に対して「「成年年齢引下げに伴う消費者教育全力」 キャンペーンに基づく取組の推進につ
いて」を通知し、一層の取組を推進。令和４年度以降は「成年年齢引下げ後の若年者への消費者教育推進方針-消費者教育の実践・定
着プラン-」に基づき関係省庁と連携して取組を推進。
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Ⅲ 消費者教育の推進の内容

Ⅱ 消費者教育の推進の基本的な方向

○体系的推進のための取組の方向

Ⅰ 消費者教育の推進の意義

消費者教育の推進に関する基本的な方針 概要

・成年年齢引下げを踏まえつつ、学習指導要
領の趣旨や内容の周知・徹底
・外部講師の活用の促進
・デジタル教科書等に対応した教材提供
・教科横断的な実践等好事例の周知
(大学･専門学校等)
・消費者教育の次世代の担い手育成の視点
・学生主体による啓発活動等の取組事例の
収集・提供
・マルチ等消費者被害に遭いやすい類型・手法
の知識の提供
・消費生活センターが啓発活動やコーディネート
機能を担うよう体制整備
・社会教育施設等の活用
・見守りネットワーク、消費生活協力員・協力
団体等の仕組みを活用した推進
・誰一人取り残されないデジタル化への対応

(小学校･中学校･高等学校・特別支援学校等)
・教員養成課程や現職教員研修等における消費
者教育に関する内容の充実
・国民生活センター等の教員向け研修の活用を
推進

(大学等)
・地方公共団体や関係団体との連携の枠組みを
構築
・消費者教育推進地域協議会への参画を促進

・消費者団体・ＮＰＯ等による消費者教育
・地域で活動する団体の情報提供等の支援
・国民生活センター、消費生活センター、社会教
育施設等の担い手育成拠点化のための、情報
提供、消費生活相談員の資質向上に向けた
支援

様々な場における消費者教育 人材（担い手）の育成・活用
(小学校･中学校･高等学校・特別支援学校等)

・消費者の多様化（高齢化、成年年齢引下げ、孤独・孤立の顕在化 等）
・デジタル化の進展（商品取引・サービス利用形態、情報取得・発信の変化等）
・持続可能な社会実現に向けた気運の高まり（食品ロス削減、カーボンニュー
トラル、プラスチック資源循環、サステナブルファッション 等）
・自然災害等の緊急時対応（コロナ禍における不確かな情報の拡散 等）

消費者を取り巻
く現状と課題

〇消費者教育の推進に関する法律（平成24年12月施行）第９条に基づき、内閣総理大臣及び文部科学大臣が案を作成。消費者教育推進会議
及び消費者委員会からの意見聴取等を経て、閣議で決定。（平成25年６月に決定し、平成30年３月に変更）

〇基本方針＝消費者教育の担い手（国、地方、消費者団体、事業者等、消費者自身）にとっての指針。

Ⅳ 関連する他の消費者
 施策との連携

○各主体の役割と連携･協働

○他の消費生活に関連する教育との連携推進
（金融経済教育・法教育・情報教育・環境教育・食育・主権者教育等）

・国と地方公共団体
・消費者行政と教育行政
・地方公共団体と消費者団体、事業者等
・消費者と事業者

・幼児期から高齢期までライフステージに応じた体系的・継続的な実施
⇒広く社会で、消費者の継続的な学びと考える力の獲得を支援することが重要
 行動経済学や心理学の知見も踏まえ、先ずは消費者が自身を知ることを促す観点も重要
・消費者の多様な特性（年齢、性別、障がいの有無、国籍など）に応じたアプローチ
⇒不安をあおって契約させる商法（霊感商法）等、被害に遭いやすい手口・手法等について注意
喚起、若年者等が相談しやすいメールやSNS等による消費生活相談の支援、多様な高齢者の
実態やデジタル化を踏まえた一層の工夫、など

・デジタル化に対応した消費者教育の推進
⇒トラブルを回避する知識、批判的思考力、適切な情報収集・発信能力の重要性の高まり
ポータルサイトでの情報提供・連携促進、最新のトラブル事例や教材の提供による担い手支援

・消費者市民社会構築に向けた多角的な視点の情報提供
⇒社会的課題を自分事として捉え、消費行動により課題解決ができるよう積極的に情報提供
デジタルを活用した消費者自らの情報収集、相互へ伝え合う活動の促進
緊急時には、不確かな情報に基づく行動への注意喚起、適切な意見の伝え方等、合理的判断を
するために必要な情報を提供

・保護者が正しい知識を身に付け、普段から子
供と家庭内で話すことで消費者被害を予防
・家庭内で高齢者と情報共有、連携

（消費者）
・優良事例の提供、消費者月間等を活用した周
知啓発により消費者の自主的な相互の学びの
取組を支援

・消費者の自立支援＝ 合理的意思決定ができ、被害に遭わない
＋ より良い市場とより良い社会の発展のために積極的に関与する消費者の育成
（消費者市民社会の形成に参画） → SDGｓの達成にも不可欠

・消費者のぜい弱性への対応、個人のWell-being向上の観点

学校

地域
社会

職域

家庭

令和５年度～令和11年度の７年間を対象※

※「令和３年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和３年12月21日閣議決定）に基づき、消費者基本計画との対象期間を一致させるため、今期基本方針に限り７年間とした。

地域における多様な主体間のネットワーク化
（結節点としての消費者教育推進地域
協議会、コーディネーター） ・食品と放射能に関する理解

増進
・事故・トラブル情報の迅速
的確な分析・原因究明 など

Ⅴ 今後の消費者教育の計画的な推進

・実態調査や関係省庁のデータ等をいかしつつ、適切な指標を検討
・地方公共団体の推進計画での設定も促す

KPIの検討・設定

消費者教育コーディ
ネーターの配置・育

成

国による連携・協働
の働きかけ

消費生活センター等を拠点とする、多様な主体が連携・協働した体制作り
様々な場における、外部人材を活用した効果的な消費者教育を実現

今期の基本方針における基本的視点

・都道府県、市町村の地域の特性に応じた推進計画策定等の推進・支援
・社会経済情勢の変化等に対応するため必要に応じ基本方針の変更を検討

・「教えられる」だけでなく、消費者による自ら及び相互に「学ぶ」「考える」「行動する」ことを促進
・消費者の多様化等を踏まえたきめ細やかな対応
・デジタル化への対応
・消費者市民社会の一員としての行動を促進

・消費者教育としての、事業者による消費者への
情報提供、商品サービスの開発・提供
・積極的な情報提供としての「出前講座」、「出前
授業」の充実に期待

・事業者のニーズも踏まえつつ、事業者による従
業員への消費者教育の意義、メリットを整理
・事業者向け消費者教育プログラムの開発
・積極的に取り組む事業者の奨励

・多様な関係者や場をつなぐ重要な役割
・コーディネーター会議の開催による課題や目標等
の抽出、地域ごとに直面する課題の共有

・若年者と地域の消費者団体、社会的課題
の解決に取り組む事業者・事業者団体等に
よる協働や、ネットワーク構築の促進

平成25年６月28日 閣議決定
 （平成30年３月20日 変更）
（令和５年３月28日 変更）
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学校教育における消費者教育の推進

消費者教育（被害の防止・救済関係）に関する主な内容
（学習指導要領解説抜粋）

○小学校【家庭科】
・買う人（消費者）の申し出と売る人の承諾によって売買契約が成立すること、買う人はお金を
払い、売る人は商品を渡す義務があること、商品を受け取った後は、買った人の一方的な理由で
商品を返却することができないことについて扱い、理解できるようにする。
・買物で困ったことが起きた場合には、家族や先生などの大人に相談することや、保護者と共に消
費生活センターなどの相談機関を利用することにも触れるようにする。
○中学校【技術・家庭科】
・消費者被害への対応について・・・誤った使い方などのよる被害を防ぐためには、消費者が説明書
や表示、契約内容を確認することが重要であることに気付くようにする。
・消費者を支援する仕組みがあるのは、消費生活に係る被害を未然に防いだり、問題が発生した
場合に適切に対応して被害を拡大させないようにしたりするためであることを理解できるようにする。
○高等学校【家庭科（家庭基礎）】
・消費者被害の未然防止につながるよう、悪質商法や多重債務、インターネットを通じた消費者
被害など近年の消費者被害の状況にも触れるようにする。
・契約の重要性については、・・・未成年と成年の法律上の責任の違い（未成年者取消権の有
無）について理解できるようにする。また、・・・消費者被害の未然防止の重要性について理解で
きるようにする。その際、・・・クーリング・オフ制度の他、意思無能力者の契約・錯誤・公序良俗違
反による契約等、一方的に契約をやめることなど、具体的な救済方法について理解できるように
する。
・消費者保護の仕組みについては、・・・消費生活センターについて取り上げ、その役割や機能・・・
消費者契約法などの被害救済のための基本的な法規・・・についても理解できるようにする。

１．学習指導要領における消費者教育の充実

2．高等学校における履修年次について

高等学校学習指導要領において、
 家庭科の各科目「家庭基礎」、「家庭総合」の消費生活
に関する内容を、それぞれ第1学年及び第2学年のうちに
履修させることとする。

 公民科の科目「公共」を、第1学年及び第2学年のうちに
履修させることとする。

高校生が成年年齢に達する前に、
より充実した消費者教育を学習する

機会を確保

 平成２９年及び３０年に公示された学習指導要領の
社会科、公民科、家庭科、技術・家庭科等の各教科に
おいて、引き続き、消費者教育に関する内容を規定すると
ともに、その内容を更に充実。

学習指導要領等
（文科省HP）

○高等学校【公民科（公共）】
・契約によって、売買、土地・建物や金銭の貸し借り、雇用などの多様な
活動が行われること、このような多様な契約により様々な責任が生じる
ことについて理解できるようにする。
・消費者に関する問題を取り上げ、消費者と事業者との間で締結される
契約である消費者契約を扱い、・・・消費者を守るための法的規制や
行政による施策が行われていることを理解できるようにする。
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２．現職教員研修について
（独）教職員支援機構において、消費者庁作成の高校生向
け消費者教育教材「社会への扉」の活用方法や、求められる消
費者教育の内容、効果的な消費者教育の進め方など、消費者
教育についての教員用研修動画を作成、ウェブサイト上で公開、
積極的な活用を促している。

○ 地域及び学内の消費者教育のより一層の推進に向け、平
成28年7月に「消費者教育推進プロジェクト」を立ち上げ。
○ 大学では、小学校・中学校・高等学校の全ての課程で消費
者教育に関連した授業科目を開講。
学部：消費生活論、家庭経営学演習、初等家庭科教育

論、初等中等教科教育実践Ⅰ、初等中等教科教育
実践Ⅱ、中等家庭科教材論

大学院：生活創造教育（家庭）の教材開発演習
○ このほか、外部での講演、学校への出前授業、教員研修な
どを実施。

鳴門教育大学における取組例（主に教員養成）

１．教員養成について

学校教育における消費者教育の推進（教員養成等）

教職課程では、公民科、家庭科の教員免許状取得に当たって
履修する「各教科の指導法」等の科目において、学習指導要領
を踏まえた消費者教育の内容が扱われている。さらに、消費者教
育の推進に関する基本的な方針の変更を踏まえた消費者教育
に関する内容の充実について全国の大学等に周知したところ
（令和５年３月）。

教職員支援機構ウェブサイト（校内研修シリーズ）
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消費者教育教材「社会への扉」
● 高等学校段階までに、契約に関する基本的な考え方や契約に伴う責任を理解するとともに、身近な契約等を

通じて、社会において消費者として主体的に判断し責任を持って行動できるような能力を育むことを目的に作成。
● パワーポイント版、確認シート、活用事例集、研修動画（生徒用、教師用）、関連教材を提供。

●生徒用教材の解説のほか、
授業展開例（公民科、家
庭科）を掲載。

●消費生活に関する12のクイズ、
契約、お金、暮らしの安全、消
費生活センターと消費者市民
社会に関する内容を掲載。

【生徒用教材】

【教師用解説書】

【確認シート】
（契約編／お金・暮らしの安全編）

【動画講座】（生徒用、教師用）

【活用事例集】 【特別支援学校向け教材】
【音声読み上げ用テキスト】
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【本件担当】文部科学省総合教育政策局
男女共同参画共生社会学習・安全課消費者教育推進係
電話 ０３－５２５３－４１１１（２２６０）
メール consumer@mext.go.jp

消費者市民社会及び持続可能な社会の実現、地域における連携・協働による消費
者教育の取組も一層進めるため、文部科学省では消費者教育アドバイザーの派遣を
行っています。

？地域で・・・
消費者教育の推進の方策が
今一つわからないのですが・・・

？大学で・・・
学生に主体的な判断で意思決定
させるにはどうすれば・・・

？中学・高校で・・・
授業の中で消費者教育をどのように取り
入れ、指導していけば良いのか・・・

そのお悩み、消費者教育アドバイザーが解決します！
派遣の申請等詳細は、文部科学省HPをご覧ください。

消費者教育アドバイザーの派遣

URL：http://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/syouhisha/detail/1339570.htm文部科学省消費者教育アドバイザーのメリット
！消費者教育の実践者や有識者を派遣します。
！地域の実情を踏まえた消費者教育の実施を丁寧に支援します。
！派遣に要する費用は無料です。

文部科学省消費者教育アドバイザー
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今後の幼児教育の教育課程、指導、評価等の在り方に関する有識者検討会 最終報告＜概要＞ 令和６年１０月
幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領（3要領・指針）に基づく教育活動の実施状況等の把握、今後の教育課程、指導、評価等の在り方について

第１章 社会と共有したい幼児教育の基本的な考え方

第２章 幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領に基づく教育活動の成果と課題等

・近年、子供の外遊びの機会の減少、ゲーム時間・動画の視聴時間の増加、同年齢・異年齢の子
供同士の交流機会の減少など、家庭や地域において幼児の発達に必要な直接的・具体的な体
験を十分に確保することが困難になってきている中、幼児教育施設において、安全・安心な場所
で、幼児が自由に伸び伸びと遊びながら、様々な人やもの、自然や文化等と直接的・具体的に
触れて関わり、豊かな体験をする機会を積極的に設けていくことが一層必要。

・幼児の遊びには、幼児の成長や発達にとって重要な体験が多く含まれており、自発的な活動とし
ての遊びは、幼児期特有の学習。
・幼児期は、知識・技能を教え込むことではなく、幼児が幼稚園教諭・保育士・保育教諭等との信
頼関係に支えられ、遊びを通して楽しいと感じる多様な体験をしながら、小学校以降の生活や学
習の基盤となる資質・能力を育んでいくようにすることが重要。（参照：「幼児教育と小学校教育がつな
がるってどういうこと？」https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/youchien/mext_02697.html ）
・一方、一部の幼児教育施設においては、SNS等からの偏った情報やそれらに影響を受けた一部
の保護者のニーズ等を優先し、ややもすると、文字や数量の機械的暗記や一方的指導など幼児の
発達にふさわしくない教育活動が行われているとの指摘。また、保護者をはじめ社会においては、
幼児教育施設はただ遊ばせているだけとの誤解もある。
・国・地方自治体においては、幼児期の発達の特性や幼児期にふさわしい教育の在り方について、
妊娠期や子供が乳幼児の頃から保護者等に対して、一層の普及・啓発に取り組むことが必要。

（１）身体の諸感覚を通した豊かな体験

（２）自発的な活動としての遊び

・近年、乳幼児の頃からの質の高い教育がその時期の発達にとって重要であることや、その後の
人生において長期にわたって学業達成や職業生活、家庭生活など多面的に良い効果をもたらす
ことなどが明らかにされてきている。
・全ての幼児に格差なく質の高い幼児教育を保障し、幼児一人一人のよさや可能性を伸ばしな
がら、生涯にわたる生活や学習の基盤となる生きる力の基礎を育み、それぞれが人生においてウェ
ルビーイングの向上を実現していくことができるようにすることが必要。

・幼児期は、幼児自身が自発的・能動的に環境と関わりながら、生活の中で状況と関連付けて
生活に必要な能力や態度などを身に付けていく時期。幼児期の学びは身体の諸感覚を通して対
象に関わることにより成り立つものであり、活動意欲が高まり、成長が著しいこの時期に、豊かで多
様な体験を十分に行うことができるようにすることが必要。

・幼児教育では、幼稚園教諭・保育士・保育教諭等がその専門性を発揮して、幼児が
思わず関わりたくなるような魅力的な環境を意図的・計画的に構成し、幼児が主体性を
十分に発揮しながらその環境に関わる遊びや生活を展開することにより幼児の発達を促
すという「環境を通して行う教育」が基本。

１．幼児教育の基本に関する事項 （３）幼児教育において育みたい資質・能力

（４）「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」

（５）幼児理解に基づいた評価

１．幼児教育の重要性

２．幼児期の発達の特性

３．幼児教育の基本

・幼児は、教育的な意図をもって計画的に構成された環境の下、好奇心や探究心をもっ
て遊びを展開する中で、様々な能力や態度を身に付けていく。幼児期においては、遊びを
通しての指導を中心に行うことが重要。

・幼児教育施設において、小学校以降の生活や学習につながる資質・能力を育むことへの
認識が高まり、小学校教育との接続を意識した実践が行われるようになってきた等の成果
が上がる一方、幼児教育関係者の中には、当該資質・能力と５領域のねらい及び内容、
「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」との関係を理解・実践することが難しいという指
摘があるため、国・地方自治体においては、より実践的な調査研究を進めることが必要。

・「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」については、幼保小の合同研修等でも活用され、
幼保小接続期の教育に関する相互理解が深まっている等の成果が上がる一方、幼児教
育関係者の中には、その文言のみで幼児を捉えようとしたり、幼児を当てはめて、できる・で
きないと安易に評価したりしているなどの課題が指摘されているため、国・地方自治体にお
いては、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」の具体的活用等について、研修等を通
じて一層の理解・啓発を図ることが必要。

・幼児教育施設における評価は、定量的に優劣を決めたり、ランクを付けたり、一定の基
準に対する到達度についての評定によって捉えるものではなく、幼児の姿の変容を捉え、そ
の姿が生み出されてきた様々な状況について適切かどうか検討し、教育を改善するための
手掛かりを求めることである。幼児の発達の状況と評価の考え方を保護者と共有し、幼
児教育施設と家庭が一体となって幼児の成長を支える取組を進めていくことが大切。

・人の一生において、幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎が培われる極めて重要な時期。

（動画コンテンツへリンク）

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/189/toushin/mext_01929.html
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３．幼児教育と小学校教育との円滑な接続

第３章 必要な条件整備

２．現代的諸課題に応じて検討すべき事項

（１）幼児教育施設におけるICTの活用
・国において、幼児教育の「環境を通して行う教育」の環境にデジタル環境が含まれることを
明確にし、ICTの効果的な活用方法等の調査研究、研修プログラムの開発等、デジタル環
境の整備や支援、低年齢児への弊害・リスクや活用上の留意点についての検討が必要。
（２）特別な配慮を必要とする幼児への指導

（３）幼稚園等が行ういわゆる預かり保育
・国・地方自治体において、教育課程に係る教育時間終了後等においても、幼児の学びや
成長につながる教育活動が実施されるよう、幼稚園等におけるいわゆる預かり保育について、
より実践的な調査研究を進めることが必要。
（４）幼稚園等における満３歳以上児の教育の接続
・満３歳未満児の実態を踏まえながら、０歳から18歳の子供の発達や学びの連続性の
観点、満３歳以上児の教育との円滑な接続や幼保小の接続を見通した幼児期における
教育の一貫性・連続性の確保という観点から、幼児教育の充実を図ることが必要。
（５）地域における幼児教育施設の役割

・幼児の障害や文化的・言語的背景などの特性を踏まえた教育を行うことが必要であり、
国・地方自治体において、特別な配慮を必要とする幼児への継続的な支援を可能にする
体制作り（幼児教育施設と医療、母子保健、福祉等の関係機関との連携促進、幼児教
育施設へのアドバイザー等の積極的派遣、研修プログラム・研修資料等の提供等）が必要。

・幼児教育施設は、地域の幼児教育の中核的存在として、在園児のみならず、地域の子
供に幼児教育の機能と施設を積極的に開放し、様々な家庭や年齢層の子供が学びの環
境に関わることができるようにすることが重要。

・小学校低学年においていじめの認知件数が多く、また不登校児童の増加率が高いことを踏まえ、
いじめ・不登校対策の観点からも、幼保小の接続期の教育の充実に取り組むことが重要。
・幼児教育施設と小学校の両者が連携の意識をもち、教育実践を見合い、相互の共通理解
を図ることが重要。特に小学校入学当初は幼児教育との指導方法の連続性・一貫性を確保
することが重要。
・小学校以降で進められている教育の方向性（ 「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体
的に充実し、主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善につなげていくこと）は、子供そ
れぞれの興味・関心や一人一人の個性に応じた多様で質の高い学びを引き出す観点から、幼
児教育の「環境を通して行う教育」の考え方とつながっている。小学校教育において、新たな
ＩＣＴ環境や先端技術も活用しつつ、「環境を通して行う教育」という幼児教育の基本的な
考え方を取り入れた教育実践の研究・普及を行っていくことが考えられる。

・国においては、「幼保小の架け橋プログラム」を推進しており、一部の地域では、幼児教育施
設において小学校の各教科等の指導の専門性等を参考に幼児の主体的な遊びを支える働き
かけが充実したり、小学校において入学当初の指導方法が変わり、子供の主体的な姿がより見
られるようになってきているなどの成果が上がっている。
・一方、新型コロナウィルス感染症の感染拡大の影響による幼保小の連携・接続の取組の中断
等により、全国的にみると未だ不十分。

１．地方自治体における幼児教育担当部局の在り方
・地方自治体においては、幼児期及び幼保小接続期の教育に関しては、設置者や施設類
型を問わず、教育委員会が一元的に所管又は他の関係部局が所管する場合においても
一定の責任を果たす体制を構築することなどにより、教育委員会が有する学校教育の専門
的知見を生かしながら、幼児教育段階から高等学校教育段階までの教育の一貫性・連
続性を確保した施策を展開することが重要。

２．今後の幼児教育施設の在り方

３．幼児教育施設への支援体制

 地域の幼児教育ビジョンを明確にし、幼児教育センターの設置・活用、幼児教育施設の
合同研修、幼児教育アドバイザー・架け橋コーディネーター等の育成・配置等を推進

 教育委員会が中心となり、「幼保小の架け橋プログラム」促進のための体制を構築
 国公私立の幼児教育施設のネットワークやプラットフォームの構築、公開保育等を推進

・国において、
 幼児教育センターや幼児教育アドバイザー等を法令等に位置付け、広域連携を促進
 地方自治体における「幼保小の架け橋プログラム」の体制構築等の取組を支援
 NIERセンターによる日本独自の質評価指標の開発や園内研修等における活用を推進
 幼児教育施設間のピア評価や第三者評価を通じた教育の質の見える化等を推進

・国・地方自治体において幼児教育政策について検討を行うに当たっては、幼児教育の大規
模縦断調査や諸外国の動向等の調査研究から得られたエビデンスを生かしながら検討を進
めていくことが必要。

４．EBPMの推進

・今後、人口減少が急速に進み、運営の継続が困難となる幼児教育施設が増える地域も
出てくることが見込まれる中、国においては、地域において幼児教育施設の規模や期待する
役割など今後の在り方について検討を進めることができるよう、調査研究等により支援を行
うことなどが必要。

・地方自治体において、

・とりわけ著しく減少を続けている公立幼稚園については、これまで果たしてきている役割を今
後も果たせるよう、地方自治体において、地域の実情や保護者のニーズ等を踏まえつつ、３
年保育や預かり保育の実施、認定こども園への移行等を検討することが必要。

・保護者が幼児教育施設に対し、長時間預かることを求めたり、幼児への教育について過度に
期待しすぎたりする傾向も見られる。幼児の健やかな成長のためには、幼児教育施設と家庭・
地域がそれぞれの有する教育機能や役割を発揮し、支え合いながら一体となって子育てに取
り組むことが必要。保護者の家庭での養育等の重要性についても普及・啓発することが重要。

※EBPM:証拠に基づく政策立案（Evidence-Based Policy Making）

※NIERセンター：国立教育政策研究所幼児教育研究センター
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リーディングDXスクール事業は、ＧＩＧＡスクールの標準仕様に含まれている汎用的なソフトウェアとクラウド
環境を十全に活用し、児童生徒の情報活用能力の向上を図りつつ、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実や
校務ＤＸを行い、全国に事例を展開する事業です。地域や校種を超えて様々な取組を参考にし、学校での端末の「普段
使い」による教育活動の更なる推進にお役立ててください。

事前申込フォーム
https://forms.gle/eT1wojY8bE6mrzg17

文部科学省初等中等教育局学校デジタル化プロジェクトチーム

令和６年度文部科学省委託事業
リーディングDXスクール事業 公開学習会

開催日時：令和7年1月7日（火）
 15:30～16:30

: LeadingDXSchool-event@edu-uchida.jp
リーディングＤＸスクール事業事務局

本事業に関するメルマガを受信希望の方は、以下URLか右のQRコードから是非ご登録ください。
https://forms.gle/3T3FLyysQ63h76PB8

※講師等の準備の関係上、必ず事前申込をお願いします。

Zoom接続先
https://zoom.us/j/96529214464
ミーテイングID: 965 2921 4464 パスワード：LeadingDX

※講師等の準備の関係上、必ず申込をお願いします。

文部科学省 初等中等教育局
主任視学官

東京学芸大学
教職大学院教授・学長特別補佐

リーディング DX スクール事業企画委員長
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